減給処分者に対する２回目の「再発防止研修」強行に抗議する声明

　本日、東京都教育委員会（都教委）が卒業式・入学式で「君が代」斉唱時に「不起立」で減給処分を受けた教員３名（障害児学校教諭）の２回目の「服務事故再発防止研修（専門研修）」を強行したことに対し、満身の怒りを込めて抗議するものです。
　今回の「再発防止研修」（２回目）は、去る８月２日・９日の被処分者全員（２２０数名、退職者・再雇用職員を除く）に続くものであり、減給処分者をことさら特別扱いにし、度重なる「命令研修」で「転向」「反省」を強要する人権侵害そのものです。
　都教委は、今回の「研修」に向け「課題研修」と称し３名の教員に対し事前に「課題」の提出を強制しています（別紙資料参照。８月１９日締切、「法令問 題」「データ問題」、１３３０宇レポート・計４種類）。「法令問題」は、地方公務員法の「懲戒」「職務命令」「信用失墜行為」について「所感」を記述さ せ、「服務事故」として「反省」を強要するものです。更に不当なことには、「データ問題」は、「体罰・交通事故・わいせつ」等の「服務事故」及び「処分」 の統計表を示し、「法令遵守」の「所感」を記述させ、「自己の服務態度の見直し」を迫るものです。社会的道義に反する「服務事故」と「君が代」斉唱時の 「不起立」を同一視し「反省」を迫るのは全く許せません。また、都教委は、この「課題」提出者３名のうち２名には「様式が整っていない」とか「未提出扱 い」として、不当にも８月２７日までの「再提出」を命令したのです。
　こうした「事前課題」提出の強要は、「個人的な内心の自由に不当に干渉するものであってはならない」　「何度も繰り返し同一内容の研修を受けさせ、自己 の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える・・・ものであれば、・・・違憲違法の問題を生じる可能性が ある」との７月２３日の東京地裁決定に反するものであり、強く抗議するものです。
　今後、８月２日、９日の２２０名以上の「再発防止研修」受講者に対しても「再研修」の強要が危惧されます。万一都教委が「再研修」を強要するなら地裁決 定違反として「提訴」を含むあらゆる手段でこれを跳ね返して行きます。また、９月以降、今回の大量処分に関する都人事委員会審理も開始されようとしていま す。私たちは、人事委員会審理で不当処分撤回のため闘い抜きます。
　都教委の「異常」な「暴走」は止まるところを知りません。９月から被処分者や厳重注意を受けた教職員のいる学校を抽出して「校内研修」を強制実施しよう としています。これは、処分者を出した学校の教職員の連帯責任という戦前の「隣組」的発想で教職員を相互に監視させ、教職員の協力体制を破壊するもので す。また、来春の卒業式に向けて教職員に「生徒の起立・斉唱の指導」を強要する職務命令（新職務命令）を出そうとしています。更に、８月２６日には多くの 教職員、市民、学者・文化人等の反対を無視して中高一貴校での「つくる会」歴史教科書の採択を強行しました。
　私たちは、都教委に「校内研修の即時中止」「違憲・違法の『新職務命令』断念」を強く要求します。
また、「つくる会」教科書の採択を糾弾します。　私たちは、石原都政下の「異常」な教育行政を告発し続け、「教え子を再び戦場に送らない」決意の下、「日の丸・君が代」不当処分撤回まで闘い抜きます。
　報道関係各位のご理解を切に訴えるものです。
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　「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
